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第１章 インドネシア共和国 概況 

 

1968年のスハルト政権発足以来、インドネシア共和国（以下「イ」国とする）は数次にわた

る国家開発５カ年計画（REPELITA I～VI）の中で常に米の増産、その自給達成を第一の目標

として掲げてきた。これは米が同国において主食であるばかりではなく、農業自体が石油関連産

業に次ぐ重要産業であり、48百万人（全国民の約50％）以上もの雇用を創出しているからであ

る。また米の不足、米価の暴騰は社会的不安定を直ちに引き起こす原因ともされ、この意味から

も、米はきわめて政治的色彩の濃い物資として、重要視されてきた。 

「イ」国における米の生産量は、1984 年に念願であった自給ラインを超える 25.83 百万ｔに

達し、それ以後、年による多少の変動はあるが、自給を維持できる水準にある。しかし、1986

年以降、米の生産は停滞しており、現在再び不安定期を迎えようとしている。また、経済成長に

伴う食生活の変化によって、農産物需要の多様化、飼料用の作物の需要増加が顕著になっており、

このため 1994 年から始った第６次国家開発５カ年計画（REPELITA VI）においては、主食自

給維持を目標とした米の増産に加え、大豆、トウモロコシ、ジャガイモ等の第二次作物（「パラ

ウィジャ」作物と呼ぶ。）、園芸作物の生産振興を図っている。 

また、1997年から1998年にかけて「イ」国を襲った経済恐慌はスハルト政権の交代を引き起

こし、1997年春の森林火災の影響による日照不足、エル・ニーニョによる旱魃、虫害の大発生

とも相まって大量の食糧不足の状態にある。このような状況から、我が国は新たな緊急食糧支援

の仕組みを活用したコメ支援策（５万トンの食糧援助及び政府貸付米70万トンの海上輸送費等

緊急無償）を行なった。 

「イ」国に対する食糧増産援助は1998年度までは継続して行われてきたが、本年度は要請書

が提出されなかった。 
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第２章 農業の概況 

 

「イ」国における 1960、1970、1980 年代の農業部門の GDP 成長率は、それぞれ 2.7％、

4.1％、3.1％であり、いずれも同時期の工業部門の成長率（それぞれ 5.2％,9.6％,5.9％）を大き

く下回っている。1960、1970、1980 年代の総 GDP の成長率がそれぞれ 3.9％、7.2％、5.6％で

あることを見れば、近年の経済成長は工業部門主導によって達成されたと言える。これは農業部

門の衰退によるものではなく、工業部門の躍進により農業部門の比重が相対的に低下したためで

ある。農業部門と工業部門の成長率比較は表 2-1 に示す通りである。農業分野の GDP に占める

割合は 17％、雇用に占める割合は 46％と重要な産業である（数値は 1998 年度要請関連資料よ

る）。 

 

表2-1 農業・工業の経済成長比較 

（出典：「インドネシアの農林業1994年版」、（財）国際農林業協力協会） 

 

農業部門を米を中心とする食用作物セクター、エステート作物（輸出向け作物）を含む非食用

作物セクター、畜産セクター及び水産セクターに分けた場合、GDP の成長率（第５次国家開発

５カ年計画期間中の実績値）は、それぞれ 1.3％，4.2％，3.3％，5.6％となっており、食用作物

の成長率は他のセクターと比較して小さい。しかし、食用作物セクターは農業部門 GDP の

3.5％を占めていることから、依然として農業部門の基盤と言える。 

「イ」国における食用作物とは主要穀物である米の他、パラウィジャ作物（稲以外の主要作物

で主に大豆、とうもろこしを含む）と呼ばれる畑作物及び野菜、果樹の園芸作物が含まれる。米

GDP 農業 工業

1960年 100 59 12
1970年 100 45 19
1980年 100 24 42
成長率（年率%)
1960年～1970年 3.9 2.7 5.2
1970年～1980年 7.2 4.1 9.6
1980年～1991年 5.6 3.1 5.9
寄与率

1960年～1970年 - 41 16
1970年～1980年 - 26 25
1980年～1991年 - 13 44

GDP中の各産業の構成比(%)
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は「イ」国民のカロリー摂取量の 69％を占める基本的食糧であり、米生産は他の食用作物とと

もに 30 百万人以上の労働力を吸収する重要産業である。1980 年代前半まで、同国では１百万

トンを超える米を輸入していたが、第１次５カ年国家開発計画以来推し進めてきた高収量新品種

の導入を中核とした稲作集約化の結果、稲作生産性は力強い上昇を示し、1984 年には米の自給

を達成した。 

この高い生産の伸び率は、IRRI 系（国際稲研究所（IRRI）が開発した品種）の多収品種の普

及、肥料・農薬の施用増加、栽培技術の改善、農民への融資制度・補助金制度の整備などによっ

て達成されたといえる。 

しかしながら、1980年代前半まで急激に向上した米生産の伸びは、1980年代後半から鈍化傾

向に入っている。これは高収量品種の導入を核とした普及がほぼ行き渡ったことにより、単位面

積当たり収量の上昇率が鈍化したためである。また、工業化の進展のため、西ジャワ州、東ジャ

ワ州を中心として、優良な耕地が工業用地、住宅地等に転用されたことも一因とされている。更

に、流通米の過剰が原因となる食糧調達庁による買い入れ制限、一般市場価格の凋落による農民

の生産意欲の低下などにより、現在の米の生産増加率は年２～３％台の低い伸び率に留まってい

る。 

また、1997 年春にスマトラ島、カリマンタン島を中心に発生した森林火災の噴煙による日照

不足、世界的なエル・ニーニョ現象が引き起こした旱魃及び逆にエル・ニーニョ現象が引き起こ

した豪雨による虫害の大発生により、1998 年の秋からおよそ 300 万トンの食糧（主として米）

が不足すると FAO は推測している。このため米の自給は、依然として不安定な基盤の上に成り

立っていると言える。 

このように同国政府は 1984 年以来、基本的には米の自給レベルを維持しているものの、米生

産が停滞する一方、年率 1.9％で増え続ける人口と一人当たりの米消費量の増加による需給関係

を反映して、最近では“Trend Self Sufficiency”という考えの下に、不足時は輸入し、余剰が

生じれば輸出するという需給調整を行う政策に転換している。 

一方、パラウィジャ作物は米に次ぐ食用作物で、別名二次作物（Secondary Crops）と呼ばれ、

トウモロコシ、大豆、キャッサバ、サツマイモ、落花生及び緑豆の６種類がこれに該当する。こ

れらのパラウィジャ作物は畑作地帯や乾期に米の栽培を行うことができ地帯での裏作として、農

家の食糧源、現金収入源として重要な役割を果たしている。これらのパラウィジャ作物、特にト

ウモロコシ、キャッサバは主食としての米が絶対的に不足していた時代には、主食を補うものと

して重要な作物であったが、近年米の生産量が増大するにつれ食生活の多様化・高度化に対応し

た蛋白質及び油脂並びに家畜飼料の供給源としての重要性が高まっている。またキャッサバは外

貨獲得源としても重要である。パラウイジャ作物についても米と同様にジャワ島での生産比率が

高く、サツマイモを除いて全国生産量の５割以上を占めている。 
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このように、米とパラウィジャ作物は国民の食生活を支える重要な食用作物となっている。ち

なみに一人当たりの年間米消費量は平均で140kg（日本の約２倍）である。表2-1に主要作物の

需給状況を示す。 

 

表2-1 主要食用作物の需給状況（1997年） 

                           （単位：ｔ） 

（出典：FAO Yearbook Production, Trade 1997） 

 

また、園芸作物は国民の食生活の向上とともに近年需要が増加しており、農家の現金収入源と

しても注目が高まっている。 

「イ」国の野菜はニンニク、トウガラシ、ナス、キュウリ等の伝統的に庶民が消費する野菜と

ハクサイ、キャベツ、ジャガイモ、タマネギ等の高級な野菜に大別される。伝統野菜は従来、農

家の庭先で栽培され自家消費に供されるほか、一部が近隣の市場に出荷されている。他方、高級

野菜は温帯地域から導入されたものが多く、その特性上、標高の高い冷涼な地域で栽培されてお

り、ジャカルタ、スラバヤ、メダン等の大都市近郊の高原地帯に産地が形成されている。地域別

には、人口の集中しているジャワ島での生産が多く、次いでスマトラ島となっている。 

 

1998年８月にJICA関係者は米の生産現地を視察したが、害虫（トビイロウンカ）による被害

が大きく、西ジャワ州では平年作の半減の観測も出されている。二期作目は1999年２、３月の

収穫になるが、同様に被害が大きいと予想されている。この様に長期間旱魃が続いた後に季節外

れの降雨で稲、トウモロコシの二期作目の潅漑に追われているが、カリマンタン東部では1998

年７月末には洪水が発生して多量の人命・財産を奪う結果となっている。同様にサマリンダ、ア

チェ、スマトラでも洪水が報じられている。このような状況から、昨年来の食糧難を一層困難に

しているのが現状である。 

 

作物名 生産量 輸入量 輸出量

米 50,632,000 348,080 60
トウモロコシ 9,325,000 1,098,400 19,000
大豆 1,450,000 616,380 10
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第３章 プログラムの内容 

 

１．プログラムの基本構想と目的 

「イ」国の主要食用作物は、米及びパラウイジャ作物である。米については、1997 年～1998

年の気候の変動によって、大幅な不足状態にある。パラウィジャ作物については、いくつかの作

物を除いて国内生産だけでは需要を支えきれて、輸入により需給バランスを維持している状態で

ある。 

２．プログラムの実施運営体制 

 過去の本プログラムの「イ」国の実施機関は、農業省作物総局、公共事業省水資源総局、移住

省官房計画局及び協同組合省事業推進総局の４省４局であった。上記各機関の計画は、農業省計

画局が調整及び取り纏めを行い、国家開発計画庁（BAPPENAS）の承認を得た後、実施される

ことになっていたが、これまでの実態は国家開発計画庁は各省からの要請の取り纏めを行ってい

るのみで、農業省計画局は計画内容の調整は行っていなかった。1997 年度までは、交換公文締

結後各省は独自に入札、契約を行い、調達業務を実施していた。しかしながら 1998 年度より本

プログラムの日本側の調達監理方法が変更された事にともない、国家開発計画庁を「イ」国政府

の責任機関とした体制で実施した経緯がある。 

 各省ごとの供与額の配分比は 2KR 初年度である 1977 年度に決められた配分比から大きな変

化はなく、農業省が最も高い比率を占めている。 

 過去の本プログラムの実施・運営体制は表 3-1 のようにまとめられる。 

表3-1 実施運営体制 

作業 作業実施機関 実施監督機関 責任者役職

通関・一時保管

作物総局（農業省）
水資源総局（公共事業省）
官房計画局（移住省）
事業推進総局（協同組合省）

作物総局（農業省）
水資源総局（公共事業省）
官房計画局（移住省）
事業推進総局（協同組合省）

調達部部長

輸送
（港→地域倉庫）

同上 同上 同上

保管
（地域倉庫）

同上 同上 同上

配布（地域倉庫→
配布地区）

同上 同上 同上

（出典：1998年度要請関連資料） 
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３．対象地域の概況 

 1998 年度 2KR 対象地域は「イ」国東部諸州であった。特に日本が技術協力、無償資金協力等

を有機的に統合した計画で 1970 年より実施されている協力である第３次アンブレラ協力が実施

されている南カリマンタン州、西ヌサテンガラ州、南スラヴェシ州を中心としていた。 

 具体的には農業省は南カリマンタン、北スラヴェシ、中央スラヴェシ、東南スラヴェシ、南ス

ラヴェシ、東ヌサテンガラ、西ヌサテンガラの各州を対象地域としていた。 

 公共事業省は中央スラヴェシ、東南スラヴェシ、東ヌサテンガラ、マルク、イリアンジャヤの

各州を対象地域としていた。 

 移住省は南カリマンタン、中央スラヴェシ、東南スラヴェシ、マルク、イリアンジャヤの各州

を対象地域としていた。 

 協同組合省は南カリマンタン、東カリマンタン、中央スラヴェシ、東南スラヴェシ、マルク、

イリアンジャヤの各州を対象地域としていた。 

 ４省合計としては総計で 10 の州を対象とすることとしていた。 

 

 「イ」国では、米が主要穀物で、地域的にはジャワ島、スマトラ島、スラヴェシ島、カリマン

タン島の順で生産量が多く、かつ同国全体の食糧生産における寄与率が高い。 
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第４章 プログラムの効果と提言 

 

１．裨益効果 

「イ」国政府は食糧の増産、特に国民の主食である米の自給体制の確立を国家経済開発の最優

先課題として位置付け、過去 27 年間に亘り累次の５カ年開発計画（REPELITA）において各種

の農業プログラムを実施してきた。我が国もこの「イ」国政府の政策を支援する目的で 1977 年

度から 1998 年度まで２ＫＲを継続して実施してきた。このような「イ」国政府の方針に我が国

の協力も効果的に加わり、米の生産量は年々増加し、1984 年には自給を達成するに至った。こ

のことからも我が国が実施してきた２ＫＲは「イ」国における米自給達成の一翼を担ったものと

して評価できる。 

第２章にも述べたように近年は２ＫＲではパラウイジャ作物、特に大豆とトウモロコシの増産

に力点を置いてきた。昨年度計画の農業資機材の使用による増産効果予測及び実際の効果は表

4-1 のようであった。 

 

表4-1 主要食用作物の2KR援助による増産効果予測と実際値 

（出典：1998年度要請関連資料） 

 

実施後の生産量が目標に達しなかった理由は、主として降雨が少なかった事に起因している。

しかしこの少ない降雨条件化でも、農家の収入は年間 ha 当り百万ルピー（約 25 万円）増大し

たと報告されている。 

 

作付け面積 単位収量 生産量
　　作　物 (ha) （ｔ／ha） （ｔ）

  稲 実施前 1,120 4.50 5,040

目標 2,240 4.50 10,080

実施後 2,100 4.50 9,450

大豆 実施前 160 1.08 173

目標 560 1.25 700

実施後 560 1.15 644

トウモロコシ 実施前 200 1.80 360

目標 560 2.40 1,344

実施後 560 2.30 1,288  
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２．提言 

 1997年春の森林火災の影響による日照不足、エル・ニーニョによる旱魃、虫害の大発生、更

には1998年の通貨危機により大量の食糧不足の状態にある（表4-2に示す通り、過去５年間の米

の総輸出入量は一定していない）。このように、1984年に達成された「イ」国の自給は依然と

して不安定な基盤の上に成り立っていることから、2KRの継続は必要である。 

 

表4-2 過去５年間の米の輸出入量 

（単位：ｔ） 

1994 1995 1996 1997 1998

総輸入量 630,073 3,157,700 2,149,757 348,075 1,894,958

総輸出量 169,141 5 197 64 1,981
 

（出典：FAO 1990－1998） 
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